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研究要旨 

本研究では医学中央雑誌に掲載されている THP指針に関連する文献（原著論文や解

説・総説論文等）について収集、分類、分析し、職域における健康推進事業（THP）を

推進する上で参考となる資料を提供することを目的とした。2022 年 2 月に医学中央雑

誌に登録されている THP関連の文献情報を検索し、収集できた論文を解説・総説論文

と原著論文に分類した。さらに解説・総説論文については、テーマ別の分類も行った。 

検索結果からは 64件の文献が収集できた。まず、解説・総説論文と原著論文に分類

したところ、解説・総説論文が 46件（71.9％）、原著論文が 17件（26.6％）、抄録・本

文ともに入手できず、分類できなかった論文（不明）が 1件（1.6％）であった。 

つぎに、解説・総説論文の扱っているテーマ別に分類した結果、最も多かったのは運

動をテーマとした論文が 14 件、つぎに総説が 9 件、主に外部機関による事業解説が 6

件などであった。口腔保健や栄養管理についての文献は少なかった。 

今後、働くことが可能な期間を延ばす「労働寿命の延伸」が期待されることから、改

正 THPの機会等を利用して、労働者が若いときから口腔保健や管理栄養の重要性も継

続的に啓発していくことが望ましい。THP の良好事例も論文化し、積極的に口腔保健

の取り組みを情報発信していくことを視野に入れても良いかもしれない。 

 

キーワード：改正 THP指針、文献検索、口腔保健、健康保持増進、産業保健 

 

 

 

 

A．研究目的 

 THP指針（事業場における労働者の健

康保持増進のための指針）策定から 30 

年以上が経過し、産業構造の変化や高齢

化の一層の進展、働き方の変化など、日本

の社会経済情勢が大きく変化していく中

で、事業場における健康保持増進対策に

関する見直しが二度にわたり行われた

（改正 THP指針）１、２）。 

令和２年３月の改正では、（１）従来の

労働者「個人」から「集団」への健康保持

増進措置の視点を強化、（２）事業場の特
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性に合った健康保持増進措置への見直し、

（３）健康保持増進措置の内容を規定す

る指針から、取組方法を規定する指針へ

の見直し、が改正ポイントとしてあげら

れており、令和３年２月の改正では、（４）

医療保険者と連携した健康保持増進対策

（コラボヘルス）の推進が求められてい

る。 

 厚生労働省の「職場における心とから

だの健康づくりのための手引き」１）には

上記の内容が詳述されているが、さらに

労働者の健康保持増進に関連して、社会

的ニーズの高まりや取組が示されている

（資料１表１）。 

 これらの取り組みを効果的に進めてい

くために、わが国で今までに公表されて

いる THP 指針に関する文献情報を収集

し、今後の事業場における労働者の健康

保持増進の展開に役立てることは意義が

あると考えられる。 

 本研究では医学中央雑誌に掲載されて

いる THP指針に関連する文献（原著論文

や解説・総説論文等）について収集、分類、

分析し、職域における健康推進事業（THP）

を推進する上で参考となる資料を提供す

ることを目的とした。 

 
 

B．研究方法 

１）文献検索 

 2022 年 2 月 25 日に医学中央雑誌に登

録されている THP 関連の文献情報を検

索した。検索式は資料１表２の通りであ

る。 

＃１は“Total Health Promotion Plan”

を検索ボックスに入れた場合、＃２は

“THP“を検索ボックスに入れた場合の

検索内容である。＃２は、そのままでは  

労働衛生分野の THPとは関係のない  

”Pirarubicin”を含んだ情報が検索され

てしまうため、＃３の“労働衛生”と組み

合わせ、＃４で労働衛生分野の THPが検

索できるようにした。また、＃６では学会

発表のみの情報を除外するため、会議録

を除くための絞り込みを行った。 

 

２）検索した文献の分類 

 文献検索により収集できた論文を解

説・総説論文と原著論文に分類した。さら

に解説・総説論文については、テーマ別の

分類も行った。なお、文献についているイ

ンデックスの中には、明らかに解説・総説

論文であるにも関わらず、原著論文とさ

れているものがかなりの数に上っており、

明らかに原著論文でない論文は修正後の

分類で集計した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は医学中央雑誌で広く公開され

ている情報を用いるため、倫理審査の申

請を必要としない。 

 

 

C．研究結果 

医学中央雑誌を用いて THP（Total 

Health Promotion Plan）関連の検索を行

ったところ、67文献が得られた。そのう

ち、抄録の内容などから THPと明らかに

関係ないと判断される 3 文献を除くと、

64件の文献が収集できた。資料２に文献

リストを示す。 

まず、解説・総説論文と原著論文に分類

したところ、解説・総説論文が 46 件

（71.9％）、原著論文が 17 件（26.6％）、
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抄録・本文ともに入手できず、分類できな

かった論文（不明）が 1件（1.6％）であ

った。 

つぎに、解説・総説論文の扱っているテ

ーマ別に分類した結果を資料１表３に示

す。最も多かったのは運動をテーマとし

た論文が 14件、つぎに総説が 9件、主に

外部機関による事業解説が 6 件などであ

った。栄養管理や睡眠、口腔保健などのテ

ーマを扱った解説・総説論文は少なかっ

た。 

 また、今回の改正 THPに関する解説・

総説論文は 3 件あり、テーマの内訳は運

動、総説、外部機関による事業解説が各 1

件であった。 

 

 

D．考察 

 本研究において、医学中央雑誌を用い

て THP（Total Health Promotion Plan）

関連の文献を調べたところ、原著論文は

26.6％に過ぎず、多くは解説・総説論文で

あった。また、原著論文であっても、THP

の参加者を研究対象者とする研究であっ

たり、THPの際に取った運動のデータと

検査値の関連性を見る研究等が含まれて

おり、THPのプログラム自体の効果を検

証する研究は少なかった。 

これは、（１）THPは事業場の努力義務

で行われるものであり３）、実施自体が必

ずしも多くないこと４）、（２）同じように

健康増進プログラムを提供しても、組織

要因により成果に差が見られること５）、

（３）事業場によっては、研究を目的とし

て、個人健康情報を取得する手続きが難

しい場合があること６，７）、などが影響して

いると考えられる。 

 つぎに、解説・総説論文のテーマについ

て分類してみると、「運動」に関する論文

が 14件（30.4％）と最も多かった。その

理由として、（１）従来の THP は、産業

医による健康測定とその結果に基づく

種々の健康指導からなる健康保持増進措

置とされており、健康の保持増進のため

に日常生活における身体活動量の増加が

重視されていたこと８）、（２）虚血性心疾

患や高血圧、2型糖尿病などの生活習慣病

対策に、運動習慣や食生活が重要な役割

を果たすと考えられていること４，９，１０）、

などが挙げられる。 

また、今回の改正 THPで例示されてい

る口腔保健や栄養管理についての論文は

あまり見られなかったが、これも（１）

THPとしての実施件数自体が少なかった

可能性があることと、（２）論文の内容か

らは THP というインデックスが付与さ

れにくく、検索で抽出できなかった可能

性も考えらえる。そのため、ほかに THP

に関する論文を抽出できる検索式の有無

についても十分に検討する必要がある。 

 今後は高齢の労働者が増加すると言わ

れており４，１１）、働くことが可能な期間を

延ばす「労働寿命の延伸」をはかっていく

ことが期待されるようになると言われて

いる１１）。労働者の健康の保持増進を図る

上で、改正 THPの果たす役割はますます

大きくなることが予想される。特に生活

習慣病は、高齢化するまでの生活習慣に

よる影響も反映されることが考えられる

ため、改正 THPではポピュレーションア

プローチの視点も強化されている。 

この視点は口腔保健にとっても重要で
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あり、（１）退職前後の年齢で歯の状態が

悪くなること１２，１３）、（２）高齢化に伴う

嚥下機能の低下１４，１５）、（３）口腔の健康

状態と全身の健康状態の関連性１６，１７）、

などは、改正 THPなどの機会を利用して、

労働者が若いときから継続的に啓発して

いくことが望ましい。 

表 1 にも示したように、改正 THP に

は、企業における健康経営の取り組みの

拡大や医療保険者との連携（コラボヘル

ス）、地域保健との連携なども求められて

おり、労働者の健康づくりを広く支えて

いく基盤となっている。この基盤づくり

が今後の改正 THP の推進には不可欠で

ある。 

なお、今回の文献検索において、改正

THPに関する文献は 3件にすぎなかった

が、今後は職域における口腔保健の推進

事例などの紹介等も論文化し、積極的に

口腔保健の取り組みを情報発信していく

ことを視野に入れても良いかもしれない。 

 

 

Ｅ．結論 

医学中央雑誌において、THP関係の文

献を検索したところ、運動をテーマとす

る解説・総説論文が多く抽出され、口腔保

健や栄養管理についての文献は少なかっ

た。今後、働くことが可能な期間を延ばす

「労働寿命の延伸」が期待されることか

ら、改正 THPの機会等を利用して、労働

者が若いときから口腔保健や管理栄養の

重要性も継続的に啓発していくことが望

ましい。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 

   

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 特になし 

 

 2.  学会発表 

 特になし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

 1. 特許取得 

 特になし 

 2. 実用新案登録 

 特になし 

 3.その他 

 特になし 
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別紙 1 

 

 

 

 

 

 

 

表１　近年の労働者の健康保持増進に関する社会的ニーズの高まりや取組の例

1 企業における健康経営の取組の拡大 

2 医療保険者との効果的・効率的な連携

3 運動・スポーツの推進の機運の高まり

4 口腔保健の重要性、栄養管理の取組 　

5 メンタルヘルス対策の推進 

6 地域保健との効果的な連携の必要性

表２ 医学中央雑誌でTHPを検索した際の検索式

#1 total/A L and (健康/TH  or health/A L) and (広報/TH  or prom otion/A L) and plan/A L    [24件]

#2 (P irarubicin/TH  or TH P /A L)    [5254件]

#3 労働衛生/TH     [67792件]

#4 #2 and #3    [157件]

#5 #1 or #4    [169件]

#6 (#5) and (P T=会議録除く)    [67件]

表３　文献検索により得られた解説・総説論文のテーマ内訳

解説・総説論文のテーマ 人数　 （ ％ ）

運動 14 （ 30.4 ）

総説 9 （ 19.6 ）
事業紹介（主に外部機関） 6 （ 13.0 ）
メンタルへルス 4 （ 8.7 ）
事例紹介（主に会社） 4 （ 8.7 ）
特定健診・特定保健指導 3 （ 6.5 ）
快適職場 1 （ 2.2 ）
健康測定 1 （ 2.2 ）
自律訓練法 1 （ 2.2 ）
栄養管理 1 （ 2.2 ）
睡眠 1 （ 2.2 ）
保健指導 1 （ 2.2 ）

合計 46 （ 100.0 ）


